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労組周辺動向 No. 168 

Labour Update 

2023 - 06 - 23 

1. 法・政策 

 

(1) 改正入管法が成立 強制送還・難民申請ルール見直し 

 

外国人の収容や送還のルールを見直す入管法の改正案は、9日の参院本会議で採決が行われ、自

民・公明両党の他、日本維新の会や国民民主党などの賛成多数で可決され、成立した。 

 

現在の出入国管理・難民認定法は、難民申請すると、申請期間中は送還が停止される。このため、

申請を繰り返すことで送還を逃れるケースが指摘されている。 

 

今回の改正では、3回目以降の難民申請について、難民などに認定すべき「相当の理由」がない限

り、送還停止の対象外とする。 

 

立憲民主党や共産党などは、本国で迫害を受ける人を送還してしまう可能性があるなどとして反対

した。 

 

立憲民主党は、参議院での審議中、採決を阻止するため、杉久武参院法務委員長の解任決議案と斎

藤健法相の問責決議案を提出したが、いずれも否決された。 

 

(2) 定技能２号の対象分野の追加について（令和５年６月９日閣議決定） 出入国在留管理庁 

 

https://www.facebook.com/GeneralUnion.org
https://www.instagram.com/generalunion/
https://twitter.com/GeneralUnionOrg
https://www.youtube.com/channel/UCzYlFqaxq0Bctsm_NWJAoTA
mailto:union@generalunion.org
https://www.generalunion.org/
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https://www.moj.go.jp/isa/policies/ssw/03_00067.html 

 

(3) 子育てや介護と仕事“両立”を支援 厚生労働省の研究会 

 

厚生労働省の仕事と育児に関する有識者研究会は１２日、両立支援充実の報告書をまとめた。

企業に、３歳から小学校入学前までの子どもがいる従業員に対する複数の勤務形態の用意を義

務付け。短時間勤務やテレワーク、時差出勤といった中から導入し、働く人が選択できる仕組

みにする。厚労省は来年の通常国会への育児・介護休業法改正案の提出を目指す。 

「親と子のための選べる働き方制度（仮称）」として創設を検討する。報告書は残業を免除す

る期間の拡大や、病気やけがの子を世話する「看護休暇」拡充も盛り込んだ。 

現在は３歳未満の子がいる従業員から申し出があれば、原則１日６時間の短時間勤務とするよ

う義務付けている。報告書は「３歳以降は短時間勤務だけでなく柔軟な働き方をしながらフル

タイムで働くニーズが増す」と指摘。職場事情や労働組合の意見を踏まえ複数の形態を設け、

労働者が選ぶのが望ましいとした。 

このほか、残業免除期間を現在の「子が３歳になるまで」から「小学校入学前まで」に広げ

る。 

 

「今後の仕事と育児・介護の両立支援に関する研究会報告書」 2023年6月19日 厚生労働

省・第９回今後の仕事と育児・介護の両立支援に関する研究会 

 

https://www.mhlw.go.jp/content/11909500/001108929.pdf 

 

(4) 経済財政運営と改革の基本方針2023 加速する新しい資本主義～未来への投資の拡大と構造的

賃上げの実現～（骨太方針2023・2023年６月16日閣議決定） 

 

https://www5.cao.go.jp/keizai-shimon/kaigi/cabinet/

honebuto/2023/2023_basicpolicies_ja.pdf 

 

 

2. 法違反・闘い 

 

(1) パタゴニア日本支社の労組が「非正規の5年雇い止め」撤回もとめる署名「3万筆」提出 

 

アウトドア用品メーカー「パタゴニア」の日本支社が、札幌市の店舗につとめるパート従業員の女

性に対して、年内での「雇い止め」を通告したことをめぐり、女性が加盟する労働組合が6月13

日、非正規スタッフの雇用期間を5年未満と制限するルール撤回をもとめる署名「約3万筆」を会社

側に提出した。 

 

女性は2019年4月から札幌市の店舗にパート従業員として勤務していたが、勤続4年半の同僚ス

タッフが雇い止めにあったことがきっかけで、2021年12月、札幌地域労組に加盟。2022年7月に

はパタゴニアユニオンを結成して団体交渉を重ねてきたが、会社側から「非正規の雇い止め」は撤

回されていないという。 

 

女性は来年4月1日に「無期転換権」が発生する予定だったが、今年4月に年内での「雇い止め」を

通告されている。 

 

https://www.moj.go.jp/isa/policies/ssw/03_00067.html
https://www.mhlw.go.jp/content/11909500/001108929.pdf
https://www5.cao.go.jp/keizai-shimon/kaigi/cabinet/honebuto/2023/2023_basicpolicies_ja.pdf
https://www5.cao.go.jp/keizai-shimon/kaigi/cabinet/honebuto/2023/2023_basicpolicies_ja.pdf
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2013年からの改正労働契約法で、有期雇用でも同じ会社で通算5年を超えて働いた場合、無期雇用

の転換を申し込むことができるようになった。安倍晋三首相（当時）は2017年、国会で「ルール

を避ける目的で雇い止めをすることは、法の趣旨に照らして望ましいものではない」と答弁した

が、実際は「無期転換逃れ」と呼ばれる雇い止めが頻発している。 

 

無期転換前の雇い止めをめぐっては、他の企業でも問題となっている。日本通運の契約社員だった

男性が権利の発生する前日に雇い止めされたとして、地位確認などを求めて裁判を起こしたが、東

京高裁は2022年10月、男性の請求を認めず、控訴を棄却する判決を下している。 

 

札幌地域労組によると、女性の雇い止めが撤回されなかった場合、来年以降に裁判を起こすことも

検討しているという。 

 

(2) 非正規教員への賃金未払いで勧告 日大三島高、告発も検討 

 

静岡県三島市の日大三島高校が、非正規雇用の40代男性教員への未払い賃金があったとして、三島

労働基準監督署から3月に是正勧告を受けていたことが15日、労働組合「首都圏大学非常勤講師組

合」（横浜市）への取材で分かった。労組は200万円以上が未払いだと主張。勧告後も日大側が支

払いを拒んでいるとして、労働基準法違反に当たるとして刑事告発を検討している。 

 

労組によると、男性の賃金は授業時間に応じて支給されていたが、労基署は、教材作成など授業外

業務の賃金に未払い分があったと認定。労働条件も不明確だとして是正を求めた。 

 

(3) 労組を結成したフリーのヨガスタジオ講師、仕事ゼロは不当 都労委命令 

 

大手ヨガスタジオ「スタジオ・ヨギー」でフリーランスとして働くインストラクターでつくる「ヨ

ギーインストラクターユニオン」は6月19日、厚生労働省で記者会見を開き、東京都労働委員会

で、不当労働行為の救済命令が出たと発表した。会社が組合主要メンバーの担当クラスをゼロにし

たことについて、削減したクラスの一部を再び割り当てることや、報酬相当額の支払いを命じた。

命令の発出は6月1日付。 

 

同社と業務委託契約を結ぶインストラクターたちは2019年、労組を結成。有料で認定資格を取得

しないと、クラスを持てないという会社の方針の撤回を求めて、会社と団体交渉を重ねてきた。 

 

コロナ禍の2020年には、4月に営業休止をし、6月には営業を再開したにもかかわらず、クラス総

数は休業前の50%に削減され、特にユニオン幹部はゼロになったことを問題視。ユニオン幹部に仕

事が事実上与えられないことについて、都労委に救済の申し立てをしていた。 

 

都労委の決定では、業務委託のインストラクターは、会社の事業遂行に不可欠な労働力として事業

組織に組み入れられていることや、業務委託契約の内容を一方的・定型的に決定しているなどとし

て、ユニオンのメンバーを労働組合法の労働者にあたると認定。担当クラスがゼロになったことに

ついて、資格が必須の担当分については、不当労働行為と認めなかったものの、それ以外について

は、「組合員であることや組合活動を行ったことを理由とする不利益取扱いに該当する」とした。 

 

会社側が中央労働委員会に再審査を申し立てており、今後、中労委で争われることになる。 

 

(4) マクドナルド訴訟 控訴審も変形労働時間制は「無効」 名古屋高裁 
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日本マクドナルド（本社・東京都新宿区）元社員の男性＝名古屋市＝が、成績不振の従業員に対す

る業績改善計画で達成困難な目標を課され退職を強要されたとして、同社に解雇無効や慰謝料など

を求めた訴訟の控訴審判決が6月22日、名古屋高裁であった。同社が元社員に適用していた「変形

労働時間制」を無効と判断し、未払い賃金約61万円の支払いを命じた1審・名古屋地裁判決を支持

した。一方、「退職を強要された」とする元社員側の請求は棄却した。 

 

同社は各店舗で1カ月単位での同制度を導入し、就業規則で規定。しかし、元社員の男性は就業規

則とは異なるシフトで勤務していた。これに対し、1審判決は「就業規則に定めていない店舗独自

の勤務シフトは労働基準法の要件を満たしていない」と変形労働時間制が無効と判断した。 

 

名古屋高裁の判決は「労働基準法は労働者の生活設計を損なわない範囲内において変形労働時間制

を認めるものであり、使用者が業務の都合によって任意に労働時間を変更することは許容していな

い」とする1審判決を引用し、同社側の主張を退けた。 

 

 

3. 情勢・統計 

 

(1) 男女平等指数、日本は過去最低の世界１２５位…政治参加や経済活動低くＧ７でも最下位 

 

世界経済フォーラム（ＷＥＦ）が２０日発表した２０２３年版の男女平等度ランキングで、日本は

１４６か国中、１２５位だった。順位を前年の１１６位より九つ落として過去最低となった。政治

や経済の分野で格差が大きく、先進７か国（Ｇ７）で最下位だった。 

 

ランキングは政治参加、経済活動、教育機会、健康の４分野で男女平等の度合いを指数化し、公表

している。首位は１４年連続でアイスランド。ノルウェー、フィンランド、ニュージーランド、ス

ウェーデンが続いた。 

 

分野別で日本は政治参加が１３８位、経済活動が１２３位だった。女性は首相に就任しておらず、

企業幹部が少ないことも響いた。前年は首位だった教育機会も、女性の高等教育の就学率の順位が

低く、４７位になった。 

 

ＷＥＦは毎年、世界の政界、財界のトップリーダーが集まり、山積した課題を議論するダボス会議

を主催している。 

 

"Global Gender Gap Report 2023"  20 June 2023  World Economic Forum 

 

https://www3.weforum.org/docs/WEF_GGGR_2023.pdf 

 

https://www3.weforum.org/docs/WEF_GGGR_2023.pdf

